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した施策が地域で展開されることで、投資環境が整備され、日本全国に投資が拡大
していくこととなる。

|3 ．未来への投資拡大の実躙
「官民投資ロ ードマップ」に基づく総合支援策の着実な実行を前提にすると、62

の 「 主要な製品・技術等」全体で想定される官民の国内投資の規模は、現時点で
2040年度までに総額 370兆円超である。この国内投資に加え、 「 8つの分野横断的
な課題」への対応により、政策支援が当面重点化される 62 の 「 主要な製品・技術
等」や 「戦略産業クラスタ ー 計画」、地域発のアイデアに基づく 「地域産業クラス
タ ー計画」及び 「地場産業成長プラン」が直接に対象とする範囲を超えて、日本全
国で官民投資が拡大していくことが期待され、それによる生産性向上も相まって、
潜在成長率の引上げにつながる。こうした経済成長の押上げ効果のみならず、 「 危
機管理投資」による日本経済の自律性の向上は、経済成長の下振れリスクを最小化
することにも貢献する。

これを絵に描いた餅で終わらせてはならない。 「 責任ある積極財政」の考え方の
下、未来への投資不足の流れを断ち切るべく、『 「強く豊かな日本」投資枠』を創設
し、 「日本成長戦略」や 「地域未来戦略」などを踏まえた投資促進策を実現する。

日本成長戦略等の施策による経済効果としては、2040年度には、国内民間設備投
資額は年間 230兆円、GDPは1,100兆円に迫る経済成長が実現できる試算が示され
た。政府が一 歩前に出て投資を大胆に促すことで、民間投資を誘発し、供給力を強
化し、雇用と所得を増やし、消費マインドを改善し、事業収益が上がり、税率を上
げずとも税収が自然増に向かう、GDP拡大の好循環を実現する。

この日本成長戦略は、このための羅針盤であり、必要となる支援措置については、
日本成長戦略会議の下、関係省庁が一体となって、予算、税制、法案といったあら
ゆる政策分野で検討をより 一 層加速していく。また、規制改革推進会議と緊密に連
携し、規制·制度改革により、特に国内投資のボトルネックの解消を通じて、民間
投資と技術革新を促進し、企業が将来にわたって挑戦できる環境を整備する。

I. 17の戦略分野における官民投資の侭追
国内投資の促進に徹底的なてこ入れをしていく。
その先陣が切られる 「17 の戦略分野」の中でも、国内の経済安全保障等の様々な

リスク低減の必要性、海外市場の獲得可能性、関係技術の革新性等の観点から、官
民投資を優先的に支援することが必要と考えられるものを62の 「 主要な製品·技術
等」として戦略的に特定し、それぞれ 「官民投資ロ ードマップ」を策定した。

この 「官民投資ロ ードマップ」では、日本が取り得る 「 勝ち筋」を見出し、需給
両面にアプロ ー チする多角的な観点からの総合支援策や、国内投資の内容、規模な
どを明らかにしており、更なる改善も含め、必要な施策を着実に実行していく。

なお、 「 主要な製品·技術等」については、国際情勢や市場環境の変化、技術動
向等に応じ、追加を含めて必要な見直しを行っていく。

|1 ．官民投資ロ ー ドマップ策定に当たっての基本的考え方I
「官民投資ロ ードマップ」を戦略的なものとする観点から、その策定に当たって
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は、以下の5点に留意した。
①大胆な政策パッケ ージによって民間投資を引き出すことで、企業による自律的 ・

継続的な成長を実現する。

②民間投資のボトルネック（不確実性要因、 リソ ース制約）の解消と、更なる投資を促

すアクセラレー ターの保有を両輪とする。

③経済安全保障の観点から、我が国の自律性·不可欠性確保を実現する。

④政策パッケ ージは、事業フェ ーズを踏まえた上で、 「需要 ・ 市場の創出·形成」

と 「新たな技術の社会実装」を重視する。

⑤17の戦略分野と分野横断的課題の戦略的な相互連携を図る。

その上で、現時点で成果が限定的な取組についても、将来の技術変化、国際情勢、

市場環境の変化によって重要性が高まる可能性がある。 また、技術や市場の不確実

性が高いことを前提にすれば、当初の見通しどおりに進まない可能性も含め、状況

変化に応じて支援内容を調整し、成功の可能性を高めていくことも求められる。

そのため、「 官民投資ロー ドマップ」は、絵に描いた餅に終わらせないための更

なる改善を前提とし、誰が、何を、いつまでにといった5W1 Hを念頭に置いた上

で、今後の概算要求段階を含めた予算編成過程等において、複数年にわたる施策の
具体化と施策の実行状況や技術の開発動向等を踏まえたブラッシュアップや見直し

を行う 「 PDCAメカニズム」を、日本成長戦略会議の下で定期的に繰り返していくこ
ととする。

その際、17 の戦略分野や62の製品·技術等には、足下の収益源、次の稼ぎ頭、

将来の成長の芽といった時間軸の違いがあることを踏まえ、個別事業を短期的な成

否で評価するのではなく、戦略分野全体をポートフォリオとして捉え、全体として

付加価値創造力と供給力の強化につながっているかを確認する。

|2. 62の主要な製品·技術等の官民投資ロ ー ドマップの実行I
(1) A I ・半導体

AI や、その高度・高速·省電力での計算を可能とする高性能な半導体は、それ

自身が産業競争力や安全保障に直結し、我が国の国力を左右する。 それに留まらず、

各産業への実装を通じて、危機管理投資 ・ 成長投資の加速装置となり得るものでも

あるため、この分野への徹底した投資を通じて、無人化·省力化のみならず産業の

高付加価値化につなげていく。

①フィジカル AI （特に AI ロボット）
i)重要性

フィジカル AI の重要性が高まる中、AI をロボットに実装した AI ロボットを

中心に市場が拡大し、2040年に約60兆円に達するとの予測もある。 構造的人手不足

の解消を通じて供給ボトルネックの解消に貢献することが期待される中で、産業競

争力や経済安全保障の観点から、国内の生産 ・ 技術基盤の確保が急務である。
ii)勝ち筋·方向性

製造業等の豊富なデー タや産業ロボット等の技術基盤をいかし、ロボット ・ 主要
部品 ・ AI モデルの開発を進めるとともに、注力産業を特定して潜在需要を顕在化

させることで国内市場を創出し、国内の生産 ・ 技術基盤の構築につなげる。
iii)主な目標
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・全国医療情報プラットフォ ームの拡充など、 デー タ連携基盤を整備するとともに、
業務効率化のための病院 DX の推進、 医療提供体制の DX 化を進める。

⑥自動運転技術
i)重要性

自動運転に対応した車両等の関連市場は、 現在の自動車市場以上の規模になると

の予測もある。 交通事故の削減、 地域の足の確保、 物流の輸送力不足の解消など、
課題解決先進国として世界をリー ドする戦略的投資領域として重要である。 情報漏
洩や海外からの遠隔操作等のリスク軽減の観点から、 自律性確保が不可欠である。
ii)勝ち筋・方向性

高い世界自動車販売シェア、 多様な走行環境、 車両製造技術等の強みをいかし、
E2E"等国産自動運転システム搭載車両のデー タ収集と開発・販売、 事業モデル構築、
車両とインフラの連携、 ソフトウェアプラットフォ ーム整備等を同時並行で進める。
iii)主な目標
• 2030年代における世界市場での自動運転車両販売台数のシェア約25％を確保する

ことを目指す。
iv)主な施策
• E2Eの AI 開発投資を支援するとともに、 開発を効率化するためのデー タエコシ

ステムの構築、 サイバー セキュリティの確保、 AI の安全性評価手法の確立など、
開発環境の整備を進める。

• 1 : N遠隔監視等の事業モデル構築、L4 12 • L2＋立事業用車両等の社会実装支援、
L2＋＋車両の優良認定制度創設、 インフラからの支援や道路の適切な利活用に向け

た取組、 通信インフラ整備、 事故原因究明体制構築等の導入環境の整備を進める。

(3)情報通信
大量のデー タのやり取りに必要となる情報通信インフラは、 製造業など他産業の

発展を支える基幹インフラである。 次世代の情報通信基盤について、 先端技術の開
発や早期の社会実装、 インフラ整備を進めるともに、 サプライチェーンの強靱化や
通信途絶リスクの低減を図る。 加えて、 日本の高い技術力と信用力をいかし、 同志
国等との国際連携を推進する。

①オ ール光ネットワ ーク(APN: A I I-Photon i cs Network)

i)重要性
AI の普及に伴うデー タ量の急増により、 世界的に需要が拡大し、 光通信関連市

場は2030年に約53兆円になるとの予測もある。 AI 社会を支える基幹インフラであ
り、 安全保障上も重要である。 国内でも海外企業からの調達が拡大する中、 自律性
確保が急務である。
ii)勝ち筋·方向性

APN分野での潜在的な高い技術力をいかし、 急速な技術革新や市場ニ ー ズに即応
した研究開発や国内での実装・ユ ースケ ース創出を進め、 北米市場でのシェア拡大

11 End to End AI。 認識から経路判断までを全て単一のAIで処理し多様な走行環境でも走行可能な革新的な手
法。
12 システムが周辺監視し、 一 定の条件下で自動運転をする機能を有し、 条件外でも車両が安全確保をするもの。
1

3 A Iを活用し一般道を含め自律走行が可能な高度な運転自動化システム等を搭載したL2車両。
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を梃子として国際市場の獲得につなげる。
iii)主な目標

・光伝送装置市場において2030年までに世界シェア10％確保を目指す。
iv)主な施策

・ハイパースケ ーラー等のAI ・ データセンター事業者の要求仕様を先読みした研

究開発・国際標準化を支援する。

・営業 ・ サポー ト体制の構築等を通じて北米を始めとする海外市場獲得を支援する。

・国内外での実証や社会実装によるユ ースケ ース創出や、 人材育成を支援する。

• APNで接続された分散データセンターや光ファイバ網等のインフラの整備を支援

する。

②海底ケ ーブル
i)重要性

我が国の国際通信の99％を担う基幹的インフラであり、 AI需要増加に伴い、 世

界市場は現時点の5,000億円程度から2030年には7,500億円規模に成長するとの予測

もある。 重要データの流通を支えるセキュアなインフラとして自律性の確保が急務

である。
ii)勝ち筋・方向性

強みである大容量光通信（マルチコア）技術をいかし、 供給力の向上に向けた生産

施設の拡充や、 敷設·保守船の確保に向けた官民投資の促進、 ケ ーブルの多ルー ト
化・堅牢化等を通じ、 北米 ・ アジア間のハブ機能を維持 ・ 拡大する。

iii)主な目標

•海底ケ ーブルの世界シェア35％程度の確保を目指す。
iv)主な施策

・供給能力向上に向けた生産施設の拡充や、 ハイパースケ ーラー等のケ ーブルオ ー

ナ ーの要求仕様を先読みした研究開発·実用化、 大規模実証、 海外市場獲得·案

件形成を支援するとともに、 同志国との連携を推進する。

．既存の海底ケ ーブルの維持·整備に加え、 敷設·保守船確保、 海底ケ ーブルの多

ルー ト化や陸揚局の地方分散 ・ 堅牢化、 監視技術等の新技術活用等に向けた投資

支援、 損壊リスク等に対応した制度·体制整備による分析体制の強化等を図る。

③次世代ワイヤレス（非地上系ネットワ ー ク (NTN) 、 5G /Beyond 5 G (6 G) 等）
i)重要性

あらゆるものがネットワークを通じてAIやクラウドにつながることを可能とす

る、 我が国の産業や社会の DX を進めるために不可欠な通信基盤 (NTN 14 、 5G

/Beyond 5 G (6 G) 、 フィジカル A I • loT通信基盤 15
) である。 規模の経済を背景にし

た海外事業者に依存しており、 経済安全保障の観点から自律性の確保が急務である。
ii)勝ち筋·方向性

NTN等のインフラ整備や需要創出を通じ、 次世代ワイヤレス通信インフラの自律

性を確保する。 通信機器 ・ 関連産業について、 研究開発投資や人材育成等によって

14 衛星通信等、 宇宙・上空を用いる非地上系ネットワ ー ク(Non-Terrestrial Network : NTN)。
15自動運転やドロ ー ン、 ロボット等に必要な通信基盤。
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衛星光通信、 vRAN16、AI RAN"等の技術優位性を維持しつつ、 海外市場開拓を進める。
iii)主な目標

• 2035年までに国内市場規模を10兆円拡大することを目指す。

iv)主な施策
・衛星光通信の地上局インフラの構築、 自動運転車用通信インフラの整備、地域で

のワイヤレスソリュ ーション実証など、 自律性確保に向けたインフラ整備とその

需要創出を支援する。
・衛星光通信技術、 vRAN、AI RAN、 ミリ波18等の高周波数帯活用技術等の技術領域

を中心とした研究開発、国際標準化、技術人材の育成を支援する。
•海外での技術検証の環境整備や海外の営業・サポート体制の構築を支援する。

(4)量子
量子技術は、 既存の技術とは異なる原理で、 コンピュ ーティング性能の飛躍的な

向上をもたらすなど、次世代の産業基盤として次の産業革命を起こし得る技術であ

る。中長期的な視野に立った基礎研究を強力に推進することに加え、 「量子エコシ

ステム打の構築に向け、量子人材の育成や、量子技術の実装基盤の構築、持続可
能な資金循環と市場の創出に取り組んでいく。

①量子コンピュ ーティング
i )重要性

将来の技術覇権を左右する計算基盤であり、 近く実用化が期待され、 2040年頃に
は14兆円以上の市場になるとの予測もある。 通信·金融·医療等の多分野で活用が

見込まれ、 安全保障上も重要である。
ii )勝ち筋·方向性

純国産量子コンピュ ー タ開発の実績やチョー クポイントとなる部素材技術、 基礎

研究等の強みをいかし、ハードウェア等の研究開発や具体的なユ ースケ ース実証を

通じた初期需要の創出により、 自律的に発展可能な国内技術基盤を確立する。
iii)主な目標
• 2030年頃に小規模又は部分的な誤り耐性を持つ国産量子コンピュ ー タや1万物理

量子ビット超の国産超電導量子コンピュ ー タの実現を目指す。

• 2040年に実用的かつ安全性の高い国産量子古典ハイブリッド計算基盤の実現を目

指す。
iv)主な施策

•国産量子コンピュ ー タシステム実現に向け国内プレーヤーの研究開発を支援する。

• G-QuAT20を量子チップ等の製造や評価、実装、 標準化等の一 連のプロセスにおけ

る国家戦略上の重要生産基盤として位置付け、国際競争力を持つ環境を整備する。

・量子コンピュ ー タのユ ースケ ース実証を支援し、 官需を含む初期需要を創出する。
•世界最高峰の人材や技術、 設備が集う拠点を構築し、 開発コスト低減とユ ー ザー

との連携を促進する。ASEAN等との国際的な技術連携や共同研究を推進する。

16 汎用サ ーバ上でソフトウェアにより基地局機能を実現する技術。

17 vRANが主流になることに伴って基地局に置かれる計算基盤をAIにも活用する技術。

18 波長が数mmで30GHzを超える高い周波数の電波。 伝送距離が短い一方、 大容凪化が可能。

19 凪子技術に関わる企業や組織が相互に関連し合い、 自然に育つ自立的なネットワ ー ク。

20国立研究開発法人産業技術総合研究所贔子． AI融合技術ビジネス開発グロ ーバル研究センタ ー。
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複雑な任務を自律的に実行可能な中型USVや、UUVの研究開発を推進し、その成果

を民生分野に還元する。 また、usvゃuuv等に活用される新技術の早期導入による民

生分野への横展開の促進等を通じ、民生分野の競争力の強化にも寄与する。
iii)主な目標

．我が国防衛に必要な艦艇等の水上·水中アセットを安定的に開発·製造·維持整

備できる基盤を構築するとともに、 これを民生分野の競争力強化にもつなげる。
iv)主な施策

• A I · ソフトウェアを搭載した複雑 ・ 高度な任務を自律的に実行可能なusvゃuuv

の研究開発や、ファストパス調達を通じた先端技術の迅速な導入を推進する。 民

生分野の先端無人化技術を用いた船舶ゃuuv等を早期に導入する。

• DICAS“等の枠組みも活用し、外国艦艇の修繕需要の取り込みや同盟国等とのサプ

ライチェーン協力等を推進する。
・ 防衛生産基盤強化法の措置等を活用し、生産基盤を強化する。

③デュアルユース技術

i )重要性

民生用の生産·技術基盤を全面活用した「新しい戦い方」が世界で見られる中、

多様な分野に広がるデュアルユ ース生産·技術基盤の強化は、経済成長に貢献する

のみならず、力強い防衛産業を構築し、我が国の「新しい守り方」を実現するため

の防衛力を強化する観点からも重要である。
ii )勝ち筋 ・ 方向性

防衛力強化に貢献する生産 ・ 技術基盤の投資を官民一体で推進し、国内外の民生

市場における競争力を強化するとともに、民生市場の獲得で強化された生産·技術

基盤を防衛装備品の質と量の向上につなげる「防衛と経済の好循環」を実現する。

iii)主な目標

•航空 ・ 宇宙、AI ・ 半導体（蓄電池、 ロボット等）、マテリアル（素形材含む）、バ

イオ ・ 医療等の関連産業において国内外で広範な市場獲得を目指す。

iv)主な施策
・ 有望技術の防衛分野での活用のため、DIST 1 25の活動や防衛省版SBIR制度導入、出

融資等を通じ、スタ ートアップ等の参入促進や育成等を行う。 国研·大学等への

防衛研究基盤構築、防衛発イノベ ー ションの推進及びその成果の民生への展開を

図る。 防衛プライムとも連携し、防衛転用可能な先端民生技術の開発を促進する。
・ 防衛用途の増産にも対応すべく、平素から強固な民防両用の生産基盤を構築する。
・ 防衛関連投資は防衛力強化に資する政府として必要な取組であるとして、民間企

業や政府系金融機関等による投資の促進に向け、関係省庁において連携を進める。

(6)航空·宇宙

航空は重要なインフラであり、裾野の広さや市場の成長性も踏まえると、民間航

空機に関する総合的な事業実施能力（インテグレー ション能力）の獲得など、産業基盤

強化が必要である。 宇宙空間へのアクセス·利用は国民生活の基盤であり、次世代

の国家インフラヘの投資となる。 JAXAの技術基盤・人的資源強化、速やかな1兆円

24日米防衛産業協力•取得・維持整備定期協議。

25防衛イノベーション科学技術研究所。
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テナンシーを構築する。

⑤人工衛星・サー ビス
i)重要性

人工衛星（通信・観測・測位等）とデー タ利活用サ ー ビスは、防災·国土強靱化·

安全保障等に直結する社会基盤であり、民間利用の拡大を背景に、2030年代には世

界で約150兆円の市場が予測されている。 衛星サー ビスのインフラに組み込まれる

一部の重要部品·中核技術は海外が先行し、米欧中の企業が世界市場を席巻しつつ

ある中、我が国の自律性を確保するとともに不可欠性の確保が急務である。

ii)勝ち筋·方向性

我が国の官民の技術の強みをいかし、高精度観測、衛星光通信、軌道上サ ー ビス、

高精度測位衛星で国内外の需要を獲得するため、アンカ ーテナンシーを通じた民間

資金の呼び込みや、技術や地上局・設備等の開発・整備・サ ー ビス実装を促進する。

iii)主な目標

• 2030年代早期に国内企業等による衛星システムを5件以上構築し、主要な通信·

衛星デー タ利用サー ビスを世界で新たに30件以上社会実装することを目指す。

・衛星の製造・運用と衛星通信・デー タの利活用で2040年に世界で約12兆円規模の

市場獲得を目指す。

iv)主な施策

・高精度観測衛星、衛星光通信、燃料補給等の軌道上サ ー ビス、高精度測位等の中

核技術の開発やサ ー ビスの社会実装を支援する。 また、安全保障·防災·インフ

ラ点検·農林水産分野等のアンカ ーテナンシーの強化とそれによる民間資金の呼

び込みを行う。

•国内外の市場獲得のためのサ ー ビス実装に向けた地上局等の産業基盤を強化する

とともに、国際機関や各国政府との連携も通じ、海外市場開拓を支援する。

• JAXAについて、試験設備の強化や民間共用、民間への技術の橋渡しを行う。

⑥月面探査・低軌道技術
i)重要性

米中を始め世界各国で開発競争が激化する中、安全保障も見据え、自律的な月

面・地球低軌道へのアクセス確保が急務である。 特に、民間企業による月面着陸機

開発に加え、宇宙ステーションの2030年頃の民間移行など、月面・地球低軌道活動

において官から民への動きが加速し、2040年に世界の月面市場は年2.5兆円、地球

低軌道市場は年3兆円程度になるとの予測もあるなど、市場拡大が期待される。

ii)勝ち筋·方向性

月面開発に挑戦する企業の月面インフラ整備を支援する。 加えて、半導体や創薬
等の幅広い産業に対して、地球低軌道へのアクセスを提供する新型宇宙ステーショ

ン補給機(HTV-X)、宇宙デブリ除去等の高度化を進め、商業活動を振興する。

iii)主な目標

•月面市場において、2040年に世界で約8,000億円の市場獲得を目指す。

・低軌道市場において、2040年に世界で約3,300億円の市場獲得を目指す。

iv)主な施策

•月面着陸機、有人与圧ロ ーバ、宇宙ステーション補給機、通信·測位·発電·蓄

電・建築・土木・居住施設·モビリティ等の将来的な月面インフラ整備に必要と
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